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第８章　臨時救済措置
第１節　財産保全
第116条【訴訟財産の保全】①法院が当事者一方の行為又はその他の原因
によって、判決が執行できず又は執行困難の可能性があるときは、当事
者の申立てに基づき、財産保全の決定をすることができる。外国で強制
執行をしなければならないときは、執行困難と看做す。
②条件又は期限つきの財産権についても、財産保全を申立てることがで
きる。
第117条【訴訟前の財産保全】利害関係人が緊急情況で、直ちに財産保全
を申立てないとその適法な権利及び利益を回復しにくくなる虞があると
きは、起訴前に法院に財産の保全を申立てることができる。
第118条【管轄】①保全事件は本案を管轄する法院又は保全目的所在地の
法院が管轄する。
②本案を管轄する法院は、その訴えを受理した又は受理すべき第一審の
法院とする。訴訟が上訴の手続きに移行したときは、本案を管轄する
法院を上訴の法院とする。
③保全の目的が債権又は登記した財産権の場合は、債務者の住所、担保
目的物の所在地又は保全目的の所在地とする。
第119条【申立】①保全を申立てるときは、請求原因、原因の基礎となる
事実及び保全理由を明示しなければならない。
②保全すべき権利及び保全理由について、釈明しなければならない。
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第120条【担保】①申立人が財産の保全を申立てるときは、確実で十分な
担保を提供しなければならない。但し、申立人に明らかに勝訴の見込み
があり、且つ経済的に困難があるときは、法院は担保を提供しないこと
を許可することができる。
②申立人が担保を提供しないときは、その申立ては却下するものとす
る。
第121条【決定】①法院は申立を受理した後、３日以内に決定をしなけれ
ばならない。情況が緊急の場合において保全を申立てるときは、48時
間以内に決定しなければならない。保全措置を取ることを決定するとき
は、法院が職権に基づき、直ちに執行機関に移送して執行するものとす
る。
②前項の決定には、異議を申立てることができる。異議期間中も決定執
行の手続きは停止しないものとする。
第122条【保全の範囲及び措置】①保全は請求の範囲に限る。但し、保全
の目的が分割できないときは、この限りでない。
②保全がその請求の範囲にないときは、債権者は異議を申立てることが
できる。保全が請求の範囲を超えたときは、債務者は異議を申立てる
ことができる。第三者が保全はその適法な権利と利益を侵害すると判
断したときは、異議を申立てることができる。
③保全は封鎖、差押、財産管理人の指定又は法律に定めるその他の方法
を取ることができる。
第123条【債務者の期限到来時の取得利益及び債権の保全】①法院は債務
者が期限に得ることができる利益について、財産保全の措置を取り、そ
の受取を制限し、関係単位にその執行に協力させることができる。
②債務者の財産が保全の請求に満たず、第三者に対し、期限到来の債権
を有するときは、法院は債権者の申立に基づき、当該第三者は債務者
に弁済してはならない旨決定することができる。当該第三者が弁済を
請求したときは、法院は財物又は代金を供託することができる。
第124条【保全の解除又は変更】①保全決定の効力は本案判決に基づく執
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行の時まで効力を維持する。但し、以下の情況の下で保全を決定した法
院は、職権又は申立に基づき、保全処分を取消すことができる。
（１）保全している権利の全部又は一部が消滅し、又は効力が生じた
判決、調停書及び仲裁判決の決定が存在せず、又は保全の原因
が消滅した場合は、保全処分の全部又は一部を取消さなければ
ならない。
（２）債務者が担保を提供し又は財産を供託したときは、担保を提供
し、又は供託する範囲においては保全処分を取消さなければな
らない。
（３）訴訟前に保全の申立人が、法院が保全を決定した日から15日
以内に訴訟を提起し、又は仲裁協議に基づき仲裁を申立てたと
きは、保全処分を取消さなければならない。
（４）申立人と債務者が和解の合意に達し、且つ履行済みのとき、又
は債務者が申立人に義務を履行したときは、法院は申立に基づ
いて保全処分を取消さなければならない。
②取消すべき保全処分につき、保全法院がこれを決定しないときは、債
務者又は利害関係人がその上級法院に保全処分の取消を申立てること
ができる。
③保全処分の取消は決定を以って行わなければならない。決定に対して
は、異議を提起することができる。
第125条【保全錯誤の賠償】①保全の決定が最初から不当であったことに
より、申立却下の法律文書の効力が生じたため、債務者が異議を申立
て、又はその他申立人の責めに帰するべき原因で保全が取消されたとき
は、申立人は、当該保全により債務者が受けた損害、又は担保提供者が
担保を提供することにより、受けた損害を賠償しなければならない。
②法院が法に基づき、措置を取った後、申立人が法に基づき訴訟を提起
せず、仲裁を申立てたときは、債務者が保全又は担保の提供により受
けた損害を賠償しなければならない。
③債務者が前２項の規定によって、訴訟を提起し、申立人の賠償を請求
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するときは、保全措置を採る法院がこれを管轄する。
④法院が違法に保全を命じ又は保全を解除する場合において、申立人又
は債務者に損害を与えたときは、国家賠償の関係規定に基づき処理す
る。
第２節　行為保全
第126条【行為保全の原因】①非財産権の請求について、債務者の行為又
はその他の原因で、判決を執行できず又は執行が困難のときは、債権者
が法院にある種の行為を阻止し、又はある種の保全行為をする旨請求す
ることができる。
②外国で強制執行をしなければならない場合は、執行困難と看做す。
③条件又は期限付きの請求について、行為の保全も申立てることができ
る。
第127条【訴訟前の行為の保全】前条の申立は、訴訟前に保全が必要のと
きは、提起することができる。
第128条【保全措置】行為の保全については、法院は情況に基づき、管理
人を選任し、一定の行為を禁止し、又は一定の行為をするよう命ずるな
どの方法を採ることができる。
第129条【保全の免除又は解除】①行為の保全が金銭給付によって目的を
達し、被申立人が行為の保全によって補うことができない重大な損害を
受ける虞があり、又はその他の特殊な情況があるときは、保全の決定に
債務者が担保を提供すれば、保全を解除し又は免除する旨記載すること
ができる。
②前項に従って法院が記載をしなかったときは、債務者が法院に担保を
提供して、保全の免除又は解除を申立てることができる。
第130条【第１節の適用】本節に定めがないときは、本章第一節の定めを
適用する。
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第３節　強制命令、前納
第131条【強制命令】①知的財産権及びその他の権利に対する補うことが
できない損害を避けるため、又は情況が緊急の場合には、権利者又は利
害関係人の申立に基づき、法院は義務者に侵害行為の停止を命じ、又は
ある種の行為を行い、権利者の権利を仮に保護することができる。
②前項の申立は、訴訟中の被告も権利者として、提起することができ
る。
③緊急の状況に基づき、訴訟前にも強制命令を申立てることができる。
④債務者が担保を提供した場合でも、法院は強制命令を取消さないこと
ができる。
第132条【開廷審理】強制命令の言渡は開廷審理を経なければならない。
但し、特に緊急の場合には開廷審理を経ることなく、強制命令を言渡す
こともできる。
第133条【先行給付】以下の情況の下で、権利者の申立に基づき、法院は
先行給付を決定することができる。
（１）扶養料、救済金、養育費、医療費などの給付を催告するとき
（２）労働報酬を催告するとき
（３）その他先行給付が必要なとき
第134条【先行給付の条件】法院が先行給付を決定するときは、以下の条
件に符合しなければならない。
（１）当事者間の権利義務関係が明確であり、先行執行を行わないと
きは著しく申立人の生活又は生産経営に影響を及ぼすこと
（２）債務者が履行能力を有すること
第135条【第１節の適用】本節に定めがないときは、本章第１節、第２節
の規定を適用する。
第９章　民事訴訟妨害の強制措置
第136条【一般規定】①訴訟中、本法に定める民事訴訟行為の妨害行為が
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あったときは、本法に別段の定めがある場合を除くほか、その単位を千
元以上、三万元以下の科料に処する。直接責任者を十五日以下の期間拘
留に処し、又は千元以下の科料に処し若しくはこれを併科することがで
きる。個人を二時間以上又は十五日以下の期間拘留に処し、又は千元以
下の科料に処することができる。
②民事訴訟の妨害が犯罪を構成するときは、本案を審理する単独の裁判
官又は合議廷が直接裁判をすることができる。
第137条【法廷秩序の妨害】①訴訟参与者及び其の他の者は法廷の規律を
遵守しなければならない。
②法院は法廷規律に反する者に警告し、訓戒し、法廷から退場させ、又
は科料に処し、拘留することを命ずることができる。法院は法廷で騒
ぎ、突撃し、裁判官を侮辱し、誹謗し、脅迫し、法廷秩序を著しく妨
害した者に対し、法に基づき刑事責任を追及することができる。状況
の軽微なときは、科料、拘留に処することができる。
③法廷からの退場命令は、法廷の規律に反する傍聴人に対してのみ行
う。
第138条【公正な審理の妨害】①訴訟参加人又はその他の者が以下の行為
があるときは、法院が事情の状況に基づき、科料、拘留に処することが
できる。犯罪を構成するときは、法に基づき、刑事責任を追及する。
（１）重要な証拠の偽造、壊滅、法院の事件審理の妨害
（２）暴力、脅迫、収賄の方法による証人の立証の阻止、又は他人へ
の偽証の指図、収賄、脅迫
（３）差し押さえられ若しくは留置された財産、又は点検され且つそ
の保管が命じられた財産の隠匿、移転、換金、又は凍結した財
産の移転
（４）法院の職員、訴訟参加人、証人、通訳、鑑定人、実地検証人、
執行補助人に対する侮辱、誹謗、誣告、殴打、又は報復
（５）暴力、脅迫又はその他の方法による法院の職員の職務執行の妨
害
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②法院は前項に定める行為の一つがある単位の主な責任者又は直接責任
者を科料に処することができる。犯罪を構成するときは、法に基づき
その刑事責任を追及することができる。
第139条【協力義務の不履行】①調査、執行に協力義務のある単位は、以
下の行為の一つがあるときは、法院がその協力義務の履行を命ずるほ
か、科料に処することもできる。
（１）関係単位の、法院の調査と証拠の収集の拒絶又は妨害
（２）銀行、信用合作社及びその他の貯蓄業務を営む単位の、法院の
執行協力通知書受領後のその問い合わせ、貯金の凍結又は振替
の拒絶
（３）関係単位の法院の協力執行通知書、受領後の債務者の収入の差
押の拒絶、その財産権証書の移転手続き、関係有価証券、証書
及びその他の財産の債務者への交付
（４）法院より凍結された貯金の無断の移転、又は凍結の無断解除
（５）暴力、脅迫又はその他の方法による、法院の職員の問い合わ
せ、資金の凍結、又は銀行貯金の振替に対する妨害
（６）法院の執行協力通知書受領後の、当事者に内通した情報の提
供、その財産の移転、隠匿への協力
（７）その他の執行協力拒絶
②法院は前項に定める事由の一つがある単位に対し、その主な責任者又
は直接責任者を科料に処することができる。又は関係部門にその規律
違反の処分の司法意見を申し立てることができる。
③協力執行義務を有する単位が、その協力義務の履行を拒絶し、債権者
に損害を与えたときは、法院は債権者の申立に基づき、その単位の財
産に直接執行することができる。
④前項の執行は決定を依らなければならない。決定に対しては上訴する
ことができる。
第140条【効力が生じた裁判の履行の拒絶】以下の行為は効力を生じた法
律文書の履行を拒絶する行為とする。法院は関係責任者を科料に処し、
（208）
172
又は拘留することができる。
（１）法律文書が効力を生じた後、財産を隠匿し、移転し、換金し、
毀損し、法院が執行できなくすること
（２）暴力、脅迫又はその他の方法による法院の執行の妨害、又は拒
絶
（３）履行能力を有する場合における効力を生じた判決書、決定書、
調停書及び支払い命令の執行の拒絶
第141条【科料・拘留の決定】法院が民事訴訟を妨害する行為に対し、科
料、拘留などの強制措置を採るときは、決定に依らなければならない。
当事者は当該決定に対し、上訴することができる。上訴期間中は強制措
置の効力が生じない。状況が緊急で直ちに拘留措置を採る必要があると
きは、拘留した後、その手続きを採らなければならない。
第142条【強制措置の適用】①科料、拘留は単独で科し、又は併合して科
することもできる。
②民事訴訟を妨害する一つの行為に対し、科料、拘留を連続して適用し
てはならない。但し、民事訴訟を妨害する新たな行為に対しては、改
めて科料、拘留を科することができる。
③拘留された者が拘留期間内に、その過ちを悔い改めたときは、その者
に誓約書を書かせ、期間を短縮して拘留を解除することができる。期
間を短縮して、拘留を解除するときは、予め拘留を解除する旨の決定
書を発行しなければならない。
第143条【その他の法廷侮辱行為】民事訴訟の妨害に当らない場合でも、
法廷を侮辱する行為については、本節の規定に基づき処分する。
第10章　訴訟費用
第１節　訴訟費用の徴収範囲
第144条【訴訟費用の法定】法院は本法の規定に基づき、当事者から訴訟
費用を徴収することができる。本法に定めていない如何なる費用も徴収
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してはならない。
第145条【事件別受理費用の徴収基準】
（１）離婚事件、労働紛争事件、一件ごとに100元を徴収する。財産
権に関わる事件の場合は、財産事件の基準に基づき、訴訟費用
を徴収する。
（２）人格権の侵害に関する事件は、一件ごとに100元を徴収する。
損害賠償に関わる場合も、別当に受理費用を徴収しない。
（３）その他の非財産的事件は、１件ごとに100元を徴収する。
（４）財産事件は、紛争の価額又は金額に基づき、下記の割合に応じ
て徴収する。100万元未満の場合は、1000分の２を徴収する。
100万元以上の場合は、1000分の１を徴収する。
 （５）破産事件は、破産企業の財産総価額に基づき、財産事件の徴収
基準の２分の１を徴収する。
第146条【暫定救済措置の申立費用】①暫定救済措置の目的物が非財産権
の場合は、１件ごとに100元を徴収する。暫定救済措置の目的物が財産
権の場合は、目的物価額の1000分の１を以て申立費用とし、これを徴
収する。
②海事事件における船舶の差押の申立費用は、１件ごとに1000元から
5000元の範囲で徴収する。債権登記の申立費用は、一件ごとに500元
を徴収する。貨物、燃料留置の申立費用は、１件ごとに500元を徴収
する。船主責任の制限の申立費用は、申立の制限金額の1000分の１
を徴収する。
第147条【非訟事件の申立費用】非訟事件については、１件ごとに100元
を徴収する。
第148条【訴えの変更】当事者を変更し、訴訟の申立を増加することに
よって、訴訟物の価額が元の価額を超えたときは、超過部分について
は、別当に不足の事件受理費用を徴収しなければならない。
第149条【上訴事件の受理費用】①上訴事件は一審事件の費用の徴収基準
に基づき、上訴不服申立の価額で受理費用を計算し、徴収する。
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②決定された上訴事件につき、１件ごとに50元を徴収する。
第150条【再審事件の受理費用】①再審事件は新たに受理費用を徴収しな
い。但し、上訴できるのに、上訴しなかった再審事件については、一審
の基準に基づき、受理費用を徴収しなければならない。
②当事者が再審の根拠とする新証拠の提出につき、重大な過失があると
きは、訴訟費用を徴収し、かつ相手方当事者が再審手続き中に支出し
た相当の弁護士代理費用を含む相当の費用を納付しなければならな
い。
第151条【その他の訴訟費用】事件の受理費用の外、当事者の実地検証費
用、通訳費用、証人又は鑑定人の出廷手当て、出張諸経費、及びその他
の訴訟を進行するための必要な費用については司法部がその基準を制定
する。公告費用、法院査定の鑑定費用は、実際の支出に基づき当事者が
これを納付する。郵便送達費及び裁判官、書記官、執行官が法院外で訴
訟を執行するための出張諸経費は、別当に徴収しない。
第152条【訴訟費用の減免】簡易手続き、小額手続きに適用し又は当事者
の和解協議が整った事件については、訴訟費用を半減し徴収するものと
する。
第２節　訴訟費用の先納
第153条【受理費用の予納】①事件の受理費用は原告がこれを予納する。
被告が反訴を提起したときは、反訴の金額又は価額に基づき、受理費用
を計算し、被告がこれを予納する。
②申立費用は、申立人がこれを予納する。
③上訴事件の受理費用は、上訴人が法院に上訴状を提出するときに予納
する。当事者双方とも上訴したときは、それぞれ費用を予納する。
第154条【費用を予納しない場合の効果】①原告が法院の訴訟費用予納通
知書を受取った日の翌日から７日以内に予納する。反訴事件は、反訴当
事者が反訴を提起すると同時に事件受理費用を予納する。予納に困難が
あるときは、予納期間内に、納付の延期を申立てることができる。当事
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者が予納期間内に納付の延期を申立なかったときは、訴えを取り下げた
ものと看做す。
②上訴人が上訴期間内に訴訟費用を予納しなかったときは、法院はその
予納を通知しなければならない。上訴人が法院の訴訟費用予納通知書
を受領した日から７日以内に予納することなく、又は納付の延期を申
立てなかったときは、訴えを取り下げたものと看做す。
第155条【その他の訴訟費用の予納】①その他の訴訟行為につき訴訟費用
を納付する必要があるときは、裁判長又は単独裁判官が当事者に一定期
間内に予納するよう命ずることができる。当事者が予納しなかったとき
は、法院は当該訴訟を進行しないことができる。但し、費用を予納しな
かったことによって、訴訟が進行できず、相手方当事者にその立替を通
知しても、相手方当事者が立替をしないときは、訴訟手続きの合意中止
と看做す。
②前項の場合において、当事者が３ヶ月以内に費用を納付し又は立替た
ときは、訴訟手続きを回復する。但し、４ヶ月を超えても費用を納付
せず又は立替をしなかったときは、訴え又は上訴を取り下げたものを
看做す。
第156条【上訴審の差戻し】第二審法院は、差戻し事件について予納した
受理費用を返還しなければならない。上訴審の後さらに上訴したとき
は、事件の受理費用を予納しなければならない。
第157条【訴訟費用の担保】外国裁判所が中華人民共和国の当事者に訴訟
費用の担保の提供を請求する場合は、当該国の当事者は中華人民共和国
内で民事訴訟を提起し、中華人民共和国内で住所、営業所を有しないと
きは、法院が当該被告の申立に応じて、担保を提供するよう命ずること
ができる。訴訟中において担保の不足又は担保の瑕疵を発見したとき
は、その補充を決定することができる。但し、被告が原告の訴えを対し
争わず、又は原告が中華人民共和国内に訴訟費用を支払うための十分な
財産を有するときは、この限りでない。担保を提供しないときは、訴え
を却下する。
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第３節　訴訟費用の負担
第158条【原則】①訴訟費用は、敗訴した当事者がこれを負担する。
②一部勝訴一部敗訴の事件については、法院が事件の状況に基づき、当
事者にその割合に応じて負担させるか、各々支出した訴訟費用を負担
させるか又は一方の当事者にこれを負担させるかを決定することがで
きる。
第159条【共同訴訟の訴訟費用の負担】①共同訴訟の当事者が敗訴した場
合は、法院が訴訟目的物との利害関係に応じて、各自が負担すべき金額
を決定する。そのうちに自己の利益のための訴訟行為に関して支出した
費用は、各当事者がこれを負担する。
②共同訴訟人が連帯債務（債権）又は不可分債務（債権）を目的とする
訴訟で敗訴したときは、連帯して訴訟費用を負担するものとする。
第160条【不当訴訟行為によって生じた訴訟費用】法院は職権又は申立に
よって、勝訴の当事者にその不当な訴訟行為に基づく訴訟費用の支出を
命ずることができる。
第161条【起訴前の認諾】被告が起訴前に原告の訴訟上の請求を認諾し、
且つ原告が起訴する必要がないことの証明ができたときは、訴訟費用は
原告が負担する。
第162条【訴えの取下げの場合の訴訟費用】①訴えを取下げるときは、原
告が訴訟費用を負担する。但し、事件の受理費用を半減して徴収するこ
とができる。
②上訴を取下げるときは、前項の規定を準用する。
第163条【調停】当事者の調停協議が整った事件については、受理費用を
半減して徴収することができる。
第164条【補助参加人】補助参加人が訴訟に参加するために生じた訴訟費
用は、補助参加人がこれを負担する。
第165条【当事者の過失によらない訴訟費用】法院の書記官、執行官、法
定代理人又は訴訟代理人が故意又は重大な過失によって、無益な訴訟費
用を生じさせたときは、法院は申立に基づき又は職権によって、当該官
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又は代理人に訴訟費用の負担を命ずることができる。
第166条【保全の申立又は執行の費用】①執行中に実際に支出した費用は
申立人がこれを負担する。
②訴訟保全処分の申立費用、海事海商事件の船舶の差押、貨物留置の申
立費用、燃料の申立費用は、敗訴した者がこれを負担する。
③船主責任制限を申立てたときは、申立費用は申立人がこれを負担す
る。
第167条【公平負担】離婚事件、養子縁組事件につき、訴訟費用が158条
から166条までの規定によれば、明らかに公平が欠ける場合には、法院
は実情を斟酌して費用の負担を決定することができる。
第168条【上訴費用の負担】①当事者が無益な上訴を提起することにより
生じた費用は、上訴を提起した者がこれを負担する。
②上訴を却下された事件は、上訴人が事件の受理費用を負担する。当事
者双方が上訴したときは、各々分担するものとする。
第169条【訴訟費用の裁判】①法院が判決をするときは、訴訟費用につい
ても判決をしなければならない。
②上級法院が判決するときは、下級法院の訴訟費用についても判決をし
なければならない。
第４節　訴訟救助
第170条【訴訟救助】当事者が経済的困難によって訴訟費用を支払えない
ときは、法院に訴訟救助を申立て、その理由を釈明することができる。
法院はその申立に応じて、訴訟救助の許可を決定することができる。明
らかに勝訴する見込みがないときは、この限りでない。
第171条【外国人に対する訴訟救助】外国人に対する訴訟救助は、当該国
と中華人民共和国が締結し、若くは又は参加した国際条約の規定に基づ
き、又は互恵の原則に従い行うものとする。
第172条【訴訟救助の効力】①訴訟救助の決定は以下の効力を有する。
（１）全部又は一部の事件受理費用及びその他の訴訟費用の支払延期
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（２）訴訟費用担保の免除
（３）訴訟救助は保全手続き、控訴手続き及び執行手続きに対しても
効力を生ずる
②訴訟救助決定の効力が生ずるまでは、法院は当事者の訴えを却下して
はならない。
第173条【訴訟救助の効力の消滅】訴訟救助の許可の効力は、救助を受け
る者の死亡によって消滅する。
第174条【訴訟費用の後納】①訴訟費用の支払延期は、法院の訴訟費用の
判決に基づき、訴訟終了後に当該費用を負担すべき者からの徴収に影響
しない。徴収できなかったときは、国家が支給する。
②救助を受ける者が敗訴した場合において訴訟費用を支払うことができ
ないときは、法院は訴訟費用の免除を決定することができる。
第175条【訴訟救助の取消】訴訟費用の支払い能力を有する者が、訴訟救
助を受け、又は訴訟救助を受けてから訴訟費用の支払い能力を有するに
至ったときは、法院が訴訟救助を取消し、又は訴訟費用の支払を命ずる
ことができる。
第２編　証拠編
第11章　一般規定
第176条【証拠裁判の原則】法院は証拠を事件の真実を証明できることの
根拠として判決しなければならない。
第177条【証拠方法の種類】①証拠は以下の種類を含むものとする。
（１）書証
（２）物証
（３）視聴資料
（４）証人の証言
（５）鑑定
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（６）実地検証筆録
②前項各号の証拠は真実であるものと検査した上で、事実認定の根拠と
みなすことができる。
第178条【証拠の適法原則】当事者又はその訴訟代理人が違法に証拠を獲
得したときは、法院は違法に証拠を収集した原因、手段、又は他人の適
法な利益を侵害した程度、証明しようとする事実の重要性の程度、違法
に証拠を収集した者の過失の有無などの間連要素を斟酌して、これを排
除するか否かを決定する。
第179条【調停和解中の認定事実の証拠無能力】訴訟中に当事者が調停又
は和解を整えるため、妥協して事実を認め、それが確定された場合に
は、その後の訴訟においてこれをその者に対する不利益な証拠に用いて
はならない。
第180条【証明及び疎明】当事者は事件の真の事実を証明しなければなら
ない。手続き事項及び非訟事件の真の事実に対しては疎明のみすること
ができる。但し、法律に別段の定めがあるときは、この限りでない。
第181条【法院の職権による調査と証拠収集】以下の状況の一つがあると
きは、法院が職権で調査し、証拠を収集することができる。
（１）国家利益、社会公共利益又は其の他の者の適法な利益を損なう
事実に関る可能性があるとき
（２）管轄の確定、職権に基づく当事者の追加、訴訟の中止、訴訟の
終了、回避など実体の紛争と関係のない手続き事項に関るとき
（３）選挙訴訟事件、人事訴訟事件、非訟手続き事件
第182条【当事者の法院証拠収集の申立】①以下の条件の一つと符合する
ときは、当事者又はその訴訟代理人は法院に証拠収集と調査を申立てる
ことができる。
（１）調査、収集を申立てた証拠が国家関係部門の保存に属し、且つ
法院が職権で取寄せた保管書類と資料であること
（２）国家秘密、商業秘密、プライバシーに関る資料であること
（３）当事者及びその訴訟代理人が客観的な原因によって自ら収集で
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きないその他の資料であること
②当事者及びその訴訟代理人が法院に証拠の調査、収集を申立てるとき
は、準備手続きの終了前に予め申立書を提出しなければならない。申
立書には被調査人の姓名又は単位の名称、住所などの基本的な事項、
調査、収集する証拠の内容、法院が証拠を調査、収集するための原因
及びその証明しようとする事実を明記しなければならない。法院は当
事者の申立に対し、決定をしなければならない。
第183条【証拠の保全】①証拠の滅失の可能性があり、又は将来の取得が
困難なときは、訴訟参加人は法院に証拠の保全を申立てることができ
る。法院は三日以内に保全に同意するか否かを決定しなければならな
い。情況が緊急のときは、直ちに決定しなければならない。申立人は、
法院の証拠の保全を許可しない旨の決定に対し、抗告することができ
る。
②法院が証拠を保全するときは、具体的な情況に基づき、封鎖、差押、
撮影、録音、録画、複製、鑑定、実地調査、筆録の作成などの方法を
採用することができる。法院が証拠を保全するときは、申立人又はそ
の訴訟代理人の立会を請求することができる。
第184条【証拠の受取証】法院が当事者が提出した証拠材料を受取ったと
きは、受取証を発行し、且つ証拠の名称、部数又は枚数及び受取日時を
明記し、取扱人の署名又は押印を経なければならない。
第12章　挙証責任
第185条【挙証責任】①当事者は、請求の根拠とする事実、又は請求に反
対する場合における根拠とする事実については、証拠を提出してこれを
証明する責任を負う。
②証拠を提出せず、又は証拠を提出しても証明できないときは、それに
よる不利益を負わなければならない。
第186条【公知の事実】①以下の事実は証明の対象とはならず、これを主
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張する当事者は挙証する必要がない。
（１）訴訟中に相手方が自白した事実
（２）裁判官が裁判の職務上知り得た事実
（３）自然法則と定理
（４）公知の事実
（５）法律の規定に基づき、既に了解した事実から推定したその他の
事実
（６）裁判官が経験則に基づき既に知り得た事実から推定したその他
の事実
（７）効力が生じた法院の認定した事実
（８）公証文書で証明された事実
（９）経験則
（10）法令
②前項（４）、（５）、（６）、（７）、（８）、（９）号中に、当事者が反証を
以て、履返したものは、この限りでない。
第187条【挙証責任分配の一般法則】①挙証責任は以下の原則に基づき分
配する。
（１）権利の要件事実は、権利の主張者が証明責任を負う。
（２）他人が主張した権利を妨害し又は消滅させる事実があるとき
は、権利を主張する相手方が証明責任を負う。
②法律に別段の定めがあり、又は前項の原則に基づき分配する場合にお
いて、明らかに公平を欠くときは、この限りでない。
第188条【挙証責任分配の自由裁量】前条に基づき、挙証責任を分配した
場合において、明らかに公平を欠くときは、法院は公平の原則及び誠実
信用の原則に基づき、当事者の挙証能力などの要素を斟酌して、挙証責
任の負担を総合的に確定することができる。
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